
１．東京２３区：導入率 ４％【葛飾のみ導入】 ⇒  導入予定 13％【港、大田（令和２年度から導入予定）】

※未導入(検討中含む)：中央、新宿、文京、台東、墨田、江東、目黒、世田谷、渋谷、中野、豊島、北、板橋、

練馬、足立、江戸川、杉並、千代田（※）、品川（※）、荒川（※）

２．政令指定都市：導入率 35％ ⇒ 60％

(１) 人口100万人以上
：導入率 18％ ⇒ 45％

人口順位 市 対応状況 人口

1. 横浜市 × ⇒ ○ (※２) 372  万人

2. 大阪市 △ (※３) 269  万人

3. 名古屋市 × 230  万人

4. 札幌市 × 195  万人

5. 福岡市 × ⇒ ○ (※１) 154  万人

6. 神戸市 × ⇒ ○ (※１) 154  万人

7. 川崎市 ○ 148  万人

8. 京都市 ○ 148  万人

9. さいたま市 × 126  万人

10. 広島市 × 119  万人

11. 仙台市 × 108  万人

(２) 人口100万人未満
：導入率 56％ ⇒ 78％

人口順位 市 対応状況 人口

12. 千葉市 × ⇒ ○ (※１) 97 万人

13. 北九州市 × 96 万人

14. 堺市 ○ 84 万人

15. 新潟市 × 81 万人

16. 浜松市 ○ 80 万人

17. 熊本市 × ⇒ ○ (※１) 74 万人

18. 相模原市 ○ 72 万人

19. 岡山市 ○ 72 万人

20. 静岡市 ○ 70 万人

（備考）⼈⼝の出典は「平成27年国勢調査」（総務省）。

東京２３区・政令指定都市の導入状況・予定

注１）「就労証明書の標準的様式活⽤状況及び電⼦⼊⼒対応状況に関する調査結果」(平成30年８⽉時点)等をもとに作成（今後の導⼊予定
については、⾃治体への個別のヒアリング結果も反映。）

（※１）福岡市、神⼾市、千葉市、熊本市については、令和２年度より標準的様式を導⼊予定（検討中）。
（※２）横浜市は、⼤都市向けの標準的様式を導⼊予定（検討中）。
（※３）⼤阪市は、標準的様式ではないが、企業独⾃様式を受付。

注２）「導⼊率」は、導⼊済み及び翌年度導⼊予定の⾃治体の割合。
注３）今後の導⼊予定については、⼦ども・⼦育て本部より、今後改めて⾃治体に照会予定。
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（※）標準的様式ではないが、企業独⾃様式を受付。


